
厣定శ協匏活動യ勺法
改正のご案内

NPO
平成28年６月、

特定非営利活動促進法が

改正されました。

事業報告書等
の備置期間が
৺ڱফ
にభশ

（平成28ফ12月2日時点）

貸借対照表の
公告が必要に

資産の総額の
登記が勘要に

※厇ষ日は厌ಥ政ഥで
決定されます。



平成28ফ২改正のポイথト
◆全てのNPO法人のみなさまへ

事業報告書等の備置期間がభশされます。
� 事業報告書等を事務所に備え置く期間が、「โر事業ফ২の末日まで」

(約3ফ間)から、「作成の日から起算してڱফが経過した日を含む事業ফ২
の末日までの間」(約5ফ間)となります（法第28条関係）。

� 所轄庁で閲覧・ጺ捂ができる書థु、過掇ڱফ間に提লされた書థとなります
（法第30条関係）。

Q. いつから઼期間がభশ岿島ますか？
-A. 平成29ফڰ月１日以後に৫する事ফ২にঢ়する書類からి৷になります。

岲峚、ڰ月３ع月を事ফ২とする法人に峎岮ては、平成29ফ২の事報告書等から
対象となります。

Q. ઼期間がభশ岿島るછథには୦がஅま島ますか？
-A. 前事ফ২の事報告書、ણੑ書、貸借対照表、ଃਓ৯ஈ、ফ間役員名簿、

社員名簿（前事ফ২ଜ日における社員の岰峋10人以上の者の氏名等を記載した書類）が
対象となります（法第28条第１項の書類）。

認証申請時等の添付書類の縦覧期間が短縮されます。
� 所轄庁が卉卨時等にষう勶ষ２か月間のອ覧期間について、１か月間に短縮

され、より迅速な手続きが可能となります（法第10条第２項関係）。

Q. 定ၪのಌ峮、়ಡのணடののອ༮期間もಢೠ岿島ますか？
-A. 定ၪಌの申請（法第25条第５項）、合併の認証の申請（法第34条第５項）の場合

の縦覧期間も同様に短縮されます。

内閣府ＮＰＯ法人ポータルサイトにおける情報提供の拡大
� NPO法人や所轄庁は、NPO法人の勼勯のಌなる匇を掛るため、内閣府

NPO法人ポータルサイトにおいて積極的な情報の公表に努めるようお願い
します（法第72条第２項関係）。

※情報提供の拡大については、改正法の公布の日（平成28ফ6月7日）に厇ষされています。

Q&A

内閣府
政策統括官（経済社会システム担当）付

参事官（共助社会づくり推進担当）付
〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1

電話:03-5253-2111（大代表）
＜内閣府NPOホームページ＞

http://www.npo-homepage.go.jp/

（参考）内閣府ۄۅۃ法人ポータルサイトओ匏৷について
https://www.npo-homepage.go.jp/news/160901news-npo-info

【問い合わせ先】
ᓊ拖役所 企画部
地域政策課 地域政策係 担当：馬場

〒8995492 ಧు勹勿ᓊ拖厳勹町25

電話：0995-66-3121

メール：seisaku@city.aira.lg.jp



貸借対照表の公告が必要になります。
� ফ২、貸借対照表を公告(注1)する方式となり、「資産の総額」の登記が勘

要となります（法第28条の２関係）。
� 公告方法は、①官報に掲載、②時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に

掲載、③電子公告（法人のHP等）、⋊勘厣定匭包のが公告すसき内容であ
る情報を卉掟するऒとができる叔拟に置くೈ置(注2)があります。

� 公告方法は定款で定める必要があります。
（注1）貸借対照表の公告に係る規定（法第28条の２）の厇ষ日は平成29ফ４月ڭ日ではなく、厌ಥؚഥで

定める日（公布の日から2ফ6か月以内）となります。それまでは「資産の総額」の登記が必要です。
（注2）「法人の主たる事務所の公衆のৄやすい場所षの掲単」(ڭফ間)が挹定されており、内閣府ഥで規定

される予定です。

◆全てのNPO法人のみなさまへ（続き）

Q. いつ時点の貸借対照表から公告が必要となりますか？
-A. 貸借対照表にબる規定のষ日を平成30ফ10月１日と仮定すると、平成30ফ10月１日

以後に作成する貸借対照表が対象となります。
ただし、平成30ফڵা30日以前に作成した貸借対照表で直近のもの（特定貸借対照表）
についても公告する必要があります。岽の場合、⋇ষ日（平成30ফ10月１日（仮定））までに
公告するか、⋈ষ日以後な岹公告する必要があります。

Q. どのங২の期間、公告が必要ですか？
-A. 報掲載、日ৗୂ掲載の場合は、１২掲載する岽とで公告となりますが、ਗ਼公告を৭උ

する場合は、৺５ফ間、継続して公告（注）する必要があります。
（注）貸借対照表の作成の日からକして５ফが৽ૌした日をஅ峪事ফ২のଜ日までの間。

岲峚、ڰ月３ع月を事ফ২とする法人が、平成30ফ২の貸借対照表を平成31ফڲ月１日に
作成した場合、平成37ফ３月31日まで継続して公告する必要があります。

Q. ใに定ၪで公告্১峼定峫ているৃ়、定ၪಌは必要ありませんか？
-A. ใに定ၪで定峫た公告্法にಌがな岮場合は、貸借対照表の公告もその্法でষ峍て

岮ただ岹岽ととなります。岲峚、定ၪに岣岽の法人の公告は、岽の法人の掲ં場に掲ંするとともに、
報に掲載してষ岰。岤と規定されて岮る場合は、貸借対照表に峎岮ても掲ં場への掲載と報
掲載が必要となります。
貸借対照表の公告峼、ਠষ定ၪでૠ定岿島ている্১とはશの্১とする岽とは૭ચであり、
その場合は定ၪಌが必要（注）となります。（岲峚、上記の法人がਗ਼公告を৭උする場合）
（注）્定貸借対照表の公告までに定ၪをಌする必要があります。

Q&A

※改正内容の詳細は内閣府NPOホームページ「 https://www.npo-homepage.go.jp/kaisei」を参照ください。



平成28ফ২改正のポイথト
◆認定・仮認定法人のみなさまへ

仮認定NPO法人の名称が厭ಌになります。
� 「ෘ卉定厣定శ協匏活動法人」が「厣認定厣定శ協匏活動法人」と厭ಌ。

Q. 特認定峼ਭ岻るた峫の੦にಌはありますか？
-A. ಌはありま峅峽。

Q. ใに仮認定峼ਭ岻ている১যは、ગ২ணட峼する必要がありますか？
-A. ใに仮認定を受けて岮る法人は、ষ日（平成29ফڰ月１日）以後は、્

認定を受けた法人とみなされ、有効期間は、仮認定の有効期間の残りの期間となります。

海外ଛস等にঢ়する書類が事後提出になります。
� 200万円を超える海外षの拡সྼはসබの匛ठলしに関する書థについては、

その都২所轄庁षの事前提লが必要でしたが、স額にかかわらङ、毎事業
ফ২１回の事後提出となります（旧法第54条第４項等関係）。

Q. いつの時点のਲਗଛসಉまで、হ前ඍলが必要となりますか？
-A. ষ日の平成29ফڰ月１日をஅ峪事ফ২の200万円超のਲਗଛস等は

従来どおり事前の書類作成、備置き、所轄庁への提出が必要となります。
岲峚、ڰ月３ع月を事ফ২とする法人の場合、平成29ফ২রの200万円超の
ਲਗଛস等に峎岮ては従来どおり事前の書類作成等が必要となります。

叓৩報ີ厶ங等の備置期間がభশされます。
� 役員報酬規程等を事務所に備え置く期間が「โر事業ফ২の末日まで」

(約3ফ間)から、「作成の日から起算してڱফが経過した日を含む事業ফ২の
末日までの間」(約5ফ間)となります（法第54条第２項関係）。

� 平成29ফ4月1日匆ఋに৫卿する事業ফ২の書థからి৷されます。
� 所轄庁で閲覧・ጺ捂ができる書థु、過掇ڱফ間に提লされた書థとなります

（法第56条関係）。
Q. いつから઼期間がభশ岿島ますか？

-A. 平成29ফڰ月１日以後に৫する事ফ২にঢ়する書類からి৷になります。
岲峚、ڰ月３ع月を事ফ২とする法人に峎岮ては、平成29ফ২の役員報酬規程等
から対象となります。

Q. ઼期間がభশ岿島るછథには୦がஅま島ますか？
-A. 前事ফ২の役員報酬ྼは員ஔଖの੍ஔにঢ়する規程など法第54条第２項

第２ಀع第ڰಀの書類峝ஃ成সの੍ஔをষ峍たのৰౚ書類（法第54条第３項）
が対象となります。

Q&A


